












































































１ 経済総務費 事 業 内 容 

横浜経済の活性化に向け、市内経済に関する基礎デー

タを的確に収集し、効果的な施策展開につなげます。 

１  横浜経済活性化推進事業費 1,579 万円（1,322 万円） 

社会・経済情勢の変化に対応した効果的な施策展開

を図るため、市内企業の経営動向の実態把握や、市内

経済の基礎情報の収集を行います。 

(1) 景況・経営動向調査  490 万円(490 万円)

市内企業の景況感やニーズを迅速かつ的確に把握 

するため、市内企業を対象にアンケート調査及びヒア 

リング調査を実施します。 

本  年  度 
万円 

16億 0,358 

前  年  度 
万円 

16億 2,966 

差 引 
万円 

△2,608

財 

源 

内 

訳 

国 ・ 県 
万円 

－ 

市 債 
万円 

－ 

そ の 他 
万円 

1,287  

一般財源 
万円 

15億 9,071 

(2) 横浜市産業連関表作成                            269 万円(269 万円)

横浜市域における１年間に行われた産業間や産業と消費者との財・サービスの取引関係をまと

めた横浜市産業連関表を作成します。 

(3) 経済政策事務費   113 万円(113 万円) 

(4) 補助金事務デジタル化促進事業  450 万円(450 万円) 

経済局の各種補助金事務等について、申請・交付手続きのデジタル化を促進するとともに、 

申請企業の情報を集約・活用することで、申請事業者の利便性向上と業務効率化を図ります。 

(5) データで見る横浜経済作成                          257 万円(-万円)

５年に一度公表される経済センサス活動調査（総務省・経済産業省）の結果に基づき、市内経

済に関する主要なデータをまとめた「データで見る横浜経済」を作成します。 

２ 人材育成費  43 万円（143 万円） 

十分な知識・経験を持ち、社会・経済情勢の変化に対応しながら経済政策を担うことができる

人材を育てるため、各種研修を実施します。 

３ 人件費等   15億 8,736 万円（16億 1,501 万円） 

(1) 人件費  15億 7,551 万円（16億 418 万円） 

(2) 経済総務事務費 1,185 万円（1,083 万円） 

 
39





 

 

 

２ 次世代重点・成長分野立地促進助成事業費《拡充》           3,000 万円（1,200 万円） 

子育てやモビリティ、ＤＸ、半導体、健康・医療など、次世代を担う重点・成長分野の企業

の市内進出等に助成金を交付して、横浜経済の持続的成長に資する企業の集積を図ります。 

また、脱炭素条例（※）で掲げる「脱炭素社会の形成の推進に関連する産業の育成・集積」

を推進するため、次世代エネルギー等の技術開発・製造などを行う企業の立地に対する助成を

強化して、環境と経済の好循環の実現を推進します。 
 

※ 横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例 

【支援対象】事業所を賃借又はサービスオフィスを契約して本社等の事務所や研究所を設置する事業者 

【対象分野】子育て、モビリティ、脱炭素、ＤＸ、健康・医療、環境、イノベーション促進の分野 

【助 成 額】上  限 子育て、モビリティ、脱炭素は 500万円、その他の分野は 250万円 

       算定基準 床面積 50㎡あたり 50万円 

      ※助成額の上限及び算定基準は、事業所の契約や進出の形態で異なります 

 

３ 企業誘致・立地促進事業費                       1,304 万円（1,921 万円） 

本市への本社、研究開発機能等の立地を促すため、ビジネス環境の魅力や横浜への立地メリ

ットを、様々な機会を通じて広く発信するとともに、東京のほか、関西エリア等にも誘致活動の

範囲を広げ、現地での情報発信、個別訪問、ウェブ面談等で積極的な働きかけを行います。 

また、不動産関連事業者、金融機関等との連携を強化し、物件情報の収集を図ることで、市内立

地希望企業とのマッチングをより一層推進するとともに、市内の未利用地等について、事業用地と

しての活用促進に向けた取組を行います。 

さらに、京浜臨海部においては、産業高度化や新たなイノベーション創出に向けた企業間連携に

も積極的に取り組みます。 

 

４ 郊外部における働く場の創出事業費                      100 万円（500 万円） 

地域活動が盛んな旭区の左近山団地に開設する新たなコワーキングスペース「トリオ左近山」

の利用実態や効果を多角的に分析・検証し、地域独自の課題を踏まえたビジネスの展開やオフ

ィス機能の立地につなげます。 

 

５ グローバルビジネス推進事業費                     5,328 万円（9,009 万円） 

(1) 外国企業進出・定着支援事業                     2,541 万円（5,977 万円） 

日本貿易振興機構（ジェトロ）等と連携し、外国企業に対して横浜のビジネス環境のＰＲを

行うとともに、市内事業者等とのネットワーク機会の提供に取り組み、市内への進出を促進し

ます。 

また、ＩＤＥＣ横浜等と連携し、外資系企業の市内での定着に向けて、ビジネス情報の提供

や相談受付、連携・協業によるイノベーション創出を目指し、市内企業とのネットワーキング

機会提供等を行います。 
 
(2) 市内企業国際ビジネス支援事業                        2,788 万円（3,032 万円） 

 ＩＤＥＣ横浜と連携し、「横浜グローバルビジネス相談窓口」等による相談受付、伴走型支

援を軸に、海外展開関連経費の助成等も活用しながら、企業の状況・段階に合った最適なサポ

ートを実施することにより、市内中小企業の海外事業を後押しします。 

また、市内中小企業の国際ビジネス機会拡大のため、国内外の経済機関等とのネットワーク

を活用した経済交流の促進や、海外事務所を通じた市内企業の現地での事業活動の支援や現地

経済状況に関する情報提供等を行います。 
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６ オープンイノベーション推進事業費            1億 4,717 万円 (1億 6,695 万円） 

「Ｉ▫ＴＯＰ横浜（ＩｏＴオープンイノベーション・パートナーズ）」と「ＬＩＰ．横浜（横
浜ライフイノベーションプラットフォーム）」の２つのプラットフォームを相互に連携させ、企

業のＩｏＴ及びライフイノベーションの取組を進めます。 
また、参画企業の交流・連携、プロジェクト推進、人材育成等に取り組み、ＩｏＴ等を活用

した新たなビジネス創出や健康・医療分野に関する新製品・新技術の開発を促進します。 
 

(1) ＩｏＴ等先端技術を活用した新ビジネス創出事業          1,250 万円（2,060 万円） 

Ｉ▫ＴＯＰ横浜の参画企業・団体間の連携を促進し、ＩｏＴ等先端技術に関するプロジェクト 

の推進を行います。また「テクニカルショウヨコハマ」にＩ▫ＴＯＰ横浜ゾーンを出展します。 

 

(2) 開発・事業化支援事業                       4,861 万円（5,979 万円） 

ＬＩＰ．横浜会員企業をはじめとした中小企業等に対して、大企業・大学等とのマッチング、

個別訪問・相談対応、各種セミナーの実施、中小企業等の技術連携・販路開拓支援、海外展開

支援等、企業のニーズに応じて着実な実用化に向けた支援を実施します。 

 

(3) ヘルスケアビジネス推進事業                   2,100 万円（2,100 万円） 

   Ｉ▫ＴＯＰ横浜とＬＩＰ．横浜の２つのプラットフォームを相互に連携させ、近年加速して 

いる「デジタルヘルスケア」分野への参入をはじめとしたヘルスケア分野の支援を進めます。 

 

(4) 産業連携基盤支援事業《拡充》                   6,278 万円（6,252 万円） 

   京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の活用・周知を図るとともに、バイオ関 

連の産学官ネットワークの強化・充実と産業化支援を行う公益財団法人木原記念横浜生命科 

学振興財団に対し、運営費補助を行います。また、横浜バイオ産業センター及び周辺基盤施設 

の設置に係る北部第二水再生センター敷地並びに水処理施設上部占用料等を負担します。 

 

(5) 事務費                              228 万円（305 万円） 
 

 

７ スタートアップ・イノベーション創出事業費        1億 7,467 万円（1億 3,570 万円） 

将来の経済成長や社会課題解決を担うスタートアップの創出・成長支援に取り組みます。子

育て、モビリティを重点分野として、横浜ならではのスタートアップ支援策を展開します。 

また、企業・大学等と連携し、スタートアップや新ビジネスの創出の源泉となる「イノベー

ションを起こす人材」の育成や組織や領域を超えた交流を促進します。 

 

 

※統合事業 

  研究開発機能拡充・集積促進事業（企業誘致・立地促進事業に統合）    －万円（500 万円） 
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３ 中小企業経営支援費 
 

事 業 内 容 

 

企業の経営課題に即した最適かつ総合的な支援を展開

し、中小企業等の成長・発展を支援します。 

 また、市内ものづくり産業の振興と中小企業の技術力

や経営基盤を強化するための支援とともに、小規模事業

者を対象とした支援を実施します。 

さらに、研究開発の支援や産学官連携、企業間連携の

促進等により、本市経済の持続的な発展につなげます。 

 

本  年  度 
万円 

7億 3,341 

前  年  度 
万円 

9億  583 

差     引 
万円 

△ 1億 7,242 

財 

 

源 

 

内 

 

訳 

国 ・ 県 
万円 

1,000      

市   債 
万円 

      － 

そ の 他 
万円 

2億 2,627  

一般財源 
万円 

4億 9,714 

 

１ 中小企業経営総合支援事業費                 3億 4,728 万円（3億 7,968 万円） 

中小企業支援センター【※】であるＩＤＥＣ横浜を通じ、市内中小企業の経営を支援します。 

【※】中小企業支援法にもとづき、都道府県・政令市に中小企業支援センターを１団体指定できるもので、 

横浜市ではＩＤＥＣ横浜を指定しています。 

 

(1) 中小企業への基礎的支援事業                 2億 8,680 万円（2億 8,895 万円） 

中小企業支援センターとして、相談対応、コンサルティング、セミナー、情報発信等、中小企

業の経営基盤の強化のための基礎的な支援を行います。 

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

 

(2) 横浜金沢テクノコア管理事業                              5,738 万円（5,523 万円） 

  横浜金沢テクノコアの共用部管理費及び共用部・専有部の特定機器保守、その他修繕費等、当

該建物の所有者として必要な費用を負担します。 

 

(3) 産業関連施設等の活用検討                       310 万円（3,550 万円） 

ＩＤＥＣ横浜及び横浜市が保有・運営する施設について、具体的な利活用に向けた調整を行い、

保有施設の適正化を進めます。 
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２ 事業継続支援事業費                                363 万円（442 万円） 

中小企業が培ってきた事業や技術、雇用や設備などの経営資源を将来にわたって継続させる

ため、ＩＤＥＣ横浜や民間企業等と連携し、中小企業の事業継続に向けた取組を支援します。 

 

（1）事業継続力強化計画策定支援                      30 万円（42 万円） 

   中小企業が災害による被害を軽減し、事業を継続していくために、中小企業の災害対応力の向

上を図ります。民間企業やＩＤＥＣ横浜等と連携して「事業継続力強化計画」等の策定を支援す

るセミナーを開催します。 

 

(2) 事業承継支援 

ア 事業承継専門家相談・啓発事業                         243 万円（300 万円） 

後継者問題等の課題を抱える中小企業に対し、専門家による相談や関係機関と連携した啓発

セミナーを実施するとともに、後継者不在の企業等に対してＭ＆Ａなどの選択肢を提供しま

す。また、金融機関をはじめとした経営革新等支援機関との連携により、潜在的に課題を抱え

る企業の掘り起しを行います。その後、専門家の企業訪問により課題解決に向けた支援を行い

ます。 

  イ 次世代経営者育成講座・ネットワーク支援事業             90 万円（100 万円） 

事業を引き継ぐ後継者や後継候補者等を対象に、経営者としての知識やノウハウの習得、

経営者同士のネットワークづくりのための連続講座を開催します。 

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

 

 

３ 横浜型地域貢献企業支援事業費 《拡充》                   1,207 万円（976 万円） 

  地域を意識した経営を行うとともに、積極的にＣＳＲ（地域・社会貢献活動）を行う企業等を

「横浜型地域貢献企業」として認定し、その成長・発展を支援します。 

 

(1) 地域貢献企業支援事業                             897 万円（966 万円） 

「横浜型地域貢献企業」の認定・更新に係る外部評価や、認定企業の取組を支援する講習会等

を実施します。 

また、認定企業の更なる取組内容の向上と本制度の発展のため、更新２回目以降の認定企業の

フォローや、「プレミアム企業表彰」に向けた支援プログラムを開始するとともに、認定企業の間

口を広げる取組を進めます。 

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

 

(2) 認定企業プロモーション事業                      10 万円（10 万円） 

本制度や認定企業の認知度向上のため区と連携した地域へのＰＲや、プレミアム企業などの具

体的な取組事例の紹介等により、制度の魅力を発信するためのプロモーションを行います。 

 

(3) 横浜グランドスラム企業表彰プロモーション事業《拡充》          300 万円（-万円） 

本市が実施する４つの認定・認証（横浜型地域貢献企業認定、よこはまグッドバランス企業認

定、横浜健康経営認証、横浜市ＳＤＧｓ認証制度”Ｙ-ＳＤＧｓ”）を全て取得した企業を表彰す

る、横浜グランドスラム企業表彰において、取組事例の紹介等により、企業表彰や制度の魅力を

発信するためのプロモーションを行います。 

 

 

 

 

 

 

 
44



 

 

 

４ 横浜商工会議所中小企業相談事業補助金 《拡充》                4,000 万円（3,000 万円） 

コロナ禍の長期化や物価高騰など厳しい経済状況が続く中、企業に寄り添った伴走型の支援を

行う横浜商工会議所の相談事業を強化することにより、企業の事業継続に向けた課題解決を支援

します。 

 

５ 多様で柔軟な働き方・健康経営推進事業費                     171 万円（258 万円） 

(1) 多様で柔軟な働き方推進事業                         66 万円（80 万円） 
市内中小事業者の多様で柔軟な働き方への取組を支援するためのセミナーを開催します。 

 

(2) 健康経営推進事業                            105 万円（178 万円） 

健康経営の更なる普及に向けて、健康経営支援拠点や民間企業との協働によるセミナー・横浜

健康経営認証制度説明会を開催し、市内事業所の経営力・採用力の向上等を支援します。また、

電子申請システム等を活用し、事業者の利便性向上や認証事業所の増加につなげます。 

 

 

６ 小規模事業者への支援強化事業費                        2,000 万円（2,200 万円） 

市内企業数の９割を超える中小企業のうち、小規模事業者は８割を超えています。これらの小規模事

業者を対象とした相談対応や設備導入を支援することで、横浜の経済基盤の安定と成長発展につなげ

ていきます。 

 

(1) 小規模事業者出張相談事業                         1,400 万円（1,500 万円） 

小規模事業者に、支援の入口である「相談」を気軽に利用いただくことを目的として、ＩＤＥ

Ｃ横浜の小規模事業者支援チームが、企業訪問やオンラインによる相談対応を行います。また、

市内金融機関などの支援機関と連携し、小規模事業者の実態や各機関の支援メニュー等を共有

し、情報発信するなど効果的な支援に繋げていきます。 

                        《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

 

(2) 小規模事業者設備投資助成事業                         600 万円（700 万円） 

小規模事業者が行う、生産性向上のための設備導入にかかる経費を助成します。 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：10万円 

 

 

７ ものづくり成長力強化事業費                1億 5,330 万円（2億 8,066 万円）  

ものづくりに取り組む市内中小企業の成長力強化に向け、新技術・新製品の研究・開発や知財活

動を支援するとともに、脱炭素化やデジタル化に向けた設備投資、販路開拓に係る支援を実施しま

す。 

 

(1) 中小企業新技術・新製品開発促進助成                 3,757 万円（4,561 万円）                

中小企業の積極的な新技術・新製品開発を支援するため、原材料・副資材、機械装置等の購入

費や産業財産権経費等、研究や開発に取り組むための経費を助成します。 

 

(2) 販路開拓支援事業                            288 万円（419 万円） 

優れた商品を持つ市内中小企業に対して、販路開拓に向けた専門家によるサポートや行政現場

でのトライアル導入などの支援を行います。 
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(3) グリーンリカバリー設備投資助成事業              8,500 万円（1億 7,300 万円） 

中小企業の脱炭素化を推進し、エネルギー価格高騰への対応を支援するため、技術士やエネル

ギー管理士などの専門家を派遣して省エネアドバイスを行うとともに、ＣＯ₂削減に資する設備

の導入費用を助成します。 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：200万円 

 

(4) 中小企業デジタル化推進支援事業《拡充》                2,010 万円（1,242 万円） 

中小企業がデジタル化に取り組むための設備導入に係る経費を補助します。 

また、ＩＴ・ＩｏＴの活用を市内中小企業へ普及するため、参考事例の紹介等を行います。 

 

・デジタル化に取り組むための設備の導入に対する補助 

補 助 率：１/２ 

補助限度額：上限 100万円 

 

(5) 横浜知財みらい企業支援事業                            360 万円（510 万円） 

知的財産の活用に向けた取組を促進するため、独自の技術やノウハウ等の知的財産を活かした

経営に取り組む企業を「横浜知財みらい企業」として認定します。 

また、国の関係機関等と連携し、知財専門家派遣や相談窓口でのアドバイスやセミナーを通じ

て、特許や営業秘密など知的財産の保護や管理、活用のための支援を行っていきます。 

                                     《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

 

(6) 知的財産活動助成金                            240 万円（240 万円） 

知的財産の活用に向けた取組を促進するため、取組意欲の高い企業に対して知的財産取得や知

的財産に係るコンサルティングの助成を行います。 

 

助 成 率：１／２ 

   助成限度額： 

・知的財産に係るコンサルティング：15万円（認定企業）／10万円（認定企業以外） 

      ・知的財産の取得：15万円（認定企業）／10万円（認定企業以外） 

 

(7) その他事務費                                174 万円（174 万円） 

 

＊統合事業 

中小企業設備投資等助成事業（グリーンリカバリー設備投資助成事業に統合）－万円（3,620 万円） 
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８ ものづくり経営基盤強化事業費                      7,704 万円（8,369 万円） 

  経営環境が厳しく変化するなか、横浜の産業の根幹である製造業をはじめとした市内中小企業に

おける企業間連携の促進やビジネスチャンスの創出、工業集積の維持・活性化、人材確保・育成を

支援し、経営基盤の強化を図ります。 

 

(1) ものづくりコーディネート事業                    2,347 万円（2,720 万円） 

経験豊富な企業ＯＢの「ものづくりコーディネーター」が、積極的に市内中小企業を訪問し、優

れた技術やニーズを把握したうえで、中小企業や大企業等とのマッチングを行い、新たなビジネ

ス機会の創出につなげます。本市施策を利用したことがない市内中小企業にも積極的に働き掛け、

課題やニーズに応じた支援制度の紹介や、課題解決の提案を行います。 

さらに、ＩｏＴ等を活用した生産性向上に取り組む中小企業、技術的課題を抱える中小企業に

専門アドバイザーを派遣します。 

  《事業主体：ＩＤＥＣ横浜》 

                     

(2) 工業技術見本市開催事業                         900 万円（900 万円） 

新技術・新製品発信を通じて、新規顧客獲得や具体的な商談に繋げる場として、工業技術見本

市「テクニカルショウヨコハマ 2024」を開催します。 

その中で、積極的に販路開拓等に取り組む中小企業や、工業集積地域の企業などの技術・製品

を発信するため、「横浜ものづくりゾーン」を設置します。 

 

(3) 受発注商談支援                             254 万円（254 万円） 

中小企業の受発注取引促進のため、九都県市合同商談会等の開催や相談業務等を行います。 

《事業主体：ＩＤＥＣ横浜、(一社)横浜市工業会連合会》 

 

(4) 横浜産貿ホール等の施設管理                      1,410 万円（1,473 万円） 

横浜産貿ホール等の土地・建物を一般社団法人横浜市工業会連合会に貸し付け、効率的な管理

を図ります。 

また、横浜産貿ホールの横浜市所管部分の補修費及び産業貿易センタービルのトイレ改修工事

等にかかる費用の一部を負担します。 

 

(5) 工業団体活動等支援                         1,190 万円（1,190 万円） 

中小製造業を中心とし、本市の工業施策を展開する上で重要な役割を担っている一般社団法人

横浜市工業会連合会の活動を支援します。 

また、市内企業に勤務する永年勤続従事者及び工業団体役員等に対して市長表彰を実施します。 

 

(6) 工業集積活性化事業・操業環境確保                     24 万円（44 万円） 

工業集積地で、地域の事業者・工業団体等が行う工業集積地活性化に向けた取組への支援や、

共同住宅施工主への建築指導等を通じて、企業の操業環境の維持・向上を図ります。 
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(7) ものづくり魅力発信事業《拡充》                     445 万円（295 万円） 

 地域工業会等が行うものづくり魅力発信の取組や、研修など人材育成の取組を支援し、ものづ

くりの魅力向上と地域工業会の活性化を図ります。 

また、将来のものづくり人材の育成につなげるために、小学生向けのワークショップイベント

や、横浜発祥のコマ大戦の開催を支援します。 

 

(8) ＬＩＮＫＡＩ横浜金沢活性化推進事業                  180 万円（240 万円） 

金沢臨海部に広がる産業団地は、本市における生産・物流・卸売等の一大集積拠点です。 

「金沢臨海部産業活性化プラン」（平成 28年度策定）に基づき、「テクニカルショウヨコハマ」

へのブース出展など地域の魅力を発信する取組を支援します。 

 

(9) 中小企業人材確保支援事業                            500 万円（800 万円） 

多くの求職者が登録しているサイト運営企業と連携し、企業と求職者とのマッチングを進め、

市内中小企業の人材確保を支援します。 

また、自社の魅力を再発見し、求職者へ発信する力を養うためのセミナーなど、採用ノウハウを

学ぶ機会を提供します。 

 

(10) ものづくり人材育成支援事業                         454 万円（454 万円） 

一般社団法人横浜市工業会連合会と連携し、中小製造業を対象とした技能検定資格の取得支援

を行うとともに、学生を対象とした工場見学や出前講座、企業と学校担当者による就職懇談会等

を行います。 

 

 

９ 工業技術支援センター事業費                       7,567 万円 （8,479 万円） 

  市内中小企業への技術支援の拠点として、表面処理技術を中心とした試験分析や技術相談、産業

デザイン支援、技術者育成支援などを行い、中小企業の技術力の強化や技術の高度化を支援します。 

 

(1) 表面処理技術に関する技術的支援                    1,793 万円（2,683 万円） 

めっき等の表面処理技術を中心に、材料や部材の品質管理、耐久性、不具合の原因究明などに関

する試験分析や技術相談等を行い、中小企業の円滑な生産活動や技術開発を支援します。 

また、公設試験機関の連携を推進するため、広域首都圏の公設試験機関で組織される広域首都

圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥＰ）の会員として、他の公設試験機関と連携して相談事業等

の中小企業支援を実施します。 

 

(2) 産業デザイン支援                          1,097 万円（1,177 万円） 

中小企業の新商品開発や販売促進等をデザイン面から支援するため、デザイン相談やデザイン

調製を行い、中小企業のデザイン活用の推進を図ります。 

また、産学連携の一環として、新たな商品展開を考えている市内中小企業がテーマを提示し、教

育機関の学生が自らの感性を活かして商品企画やデザイン等の提案に取り組むデザイン産学を実

施します。 

 

(3) 技術者育成支援                               10 万円（10 万円） 

先端技術の基礎となるめっき技能士の育成に向け、関係団体と連携して講習会や検定試験を実

施するほか、これからのものづくりを支える中核技術者の育成に向け、関係機関と連携してセミ

ナー等を行い、中小企業の技術力の向上を図ります。 
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(4) 支援センター管理運営《拡充》                    4,653 万円（4,595 万円） 

横浜市工業技術支援センターの維持管理に必要な経費を支出します。 

 

(5) ３Ｄ技術支援                                  13 万円（13 万円） 

３Ｄ－ＣＡＤデータの作成及び３Ｄプリンターによる造形作業を実施するとともに、造形出力

サービス事業者等と連携することにより、市内中小製造業における３Ｄ技術の活用を支援します。 

 

 

10 減債基金積立金                                  271 万円  (825 万円) 

一般社団法人横浜市工業会連合会貸付金の元利償還額を減債基金に積み立てます。 
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４ 中小企業金融対策費 
 

事 業 内 容 

 

中小企業が事業資金を円滑に調達できるよう、横浜市

信用保証協会及び取扱金融機関と連携して融資事業を実

施します。国の信用補完制度に基づき、金融機関による

融資を補完する役割を果たしています。横浜市は、企業

ニーズに即した資金メニューを提供するほか、信用保証

料助成や代位弁済に対する補助等を行い、金融円滑化を

図ります。 

また、中小企業信用保険法に基づくセーフティネット

保証の認定業務を行い、中小企業の経営の安定化を図り

ます。 

 

本  年  度 
万円 

723億 5,415 

前  年  度 
万円 

1,480億 2,162 

差     引 
万円 

△756億 6,747 

財 

 

源 

 

内 

 

訳 

国 ・ 県 
万円 

34億 5,086 

市   債 
万円 

         － 

そ の 他 
万円 

684億 3,435 

一般財源 
万円 

4億 6,893 

 

１ 中小企業融資事業費                   720億 8,958 万円（1,476億 1,145 万円） 

＜融資枠：1,400億円(1,400億円)＞ 

  中小企業の資金繰り支援に万全を期すため、これまでの利用実績やニーズなどを踏まえて十分

な融資枠を確保します。 

また、実質無利子融資等の過去の借入れからの借換需要、創業や脱炭素化、デジタル化等、新

たな一歩を踏み出す事業者への資金需要に対応します。 

引き続き、中小企業が横浜市信用保証協会へ支払う信用保証料を助成し、中小企業の借入時の

負担軽減を図ります。 

過年度に実施した「実質無利子融資」等を利用した中小企業に対し、金融機関に支払う利子を

補助します。 

  

＜主な新規・拡充内容＞ 

●５年１月から開始した「伴走型経営支援特別資金」を引き続き実施し、事業者の資金繰りを支

援します。 

●「ＳＤＧｓよこはま資金」により、ＳＤＧｓの達成に向けた脱炭素社会の実現に資する取組や、

デジタル化、多様な人材の確保に取り組む中小企業を後押しします。 

●最長 20年借入れできる「振興資金」の据置期間を６か月から 12か月に延長し、設備投資の際

に利用しやすくします。 

●「創業おうえん資金」の一部の助成率を１/４から全額助成に、また「事業承継資金」の助成率

を１/10から１/４に引き上げ、創業や事業承継を資金面からサポートします。 

 

 

(1) 中小企業制度融資事業                679億 9,500 万円（1,428億 4,300 万円） 

取扱金融機関に対して融資原資の一部を無利子で預託することにより、長期・固定で、低利の

融資を実施します。 
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(2) 信用保証料助成事業《拡充》                 4億 1,907 万円（4億 1,850 万円） 

中小企業の借入時の負担軽減を図るため、中小企業が横浜市信用保証協会へ支払う「信用保証

料」を助成します。 

 

(3) 信用保証促進事業                       1億 2,322 万円（1億 2,995 万円） 

信用保証の促進を図るため、横浜市信用保証協会が行った本市制度融資分の代位弁済に対し、

国の信用保険制度で賄われない残額の一部を補助します。 

 

(4) 中小企業災害対策特別資金利子補給事業               9,601 万円（1億 1,373 万円） 

元年の台風第 15号・19号によって被災した中小企業の復旧・復興を後押しするため、本市制

度融資「台風第 15 号対策特別資金（セーフティネット保証４号型を含む）」及び「台風第 19 号

対策特別資金」を利用する中小企業で、直接被害を受けた方が支払う利子を補助します。 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給補助金事業     34億 5,086 万円（41億 86 万円） 

２年度に実施した「実質無利子融資」（横浜市新型コロナウイルス感染症対応資金）を利用し

た中小企業が金融機関へ支払う利子を補助します。 

 

(6) 金融事務費                              543 万円（543 万円） 

 

２ 資本性借入金促進事業費                          400万円（535万円） 

創業や新たな事業展開を目指す市内ベンチャー企業等の資金調達を支援するため、負債ではなく

資本とみなすことができる「資本性借入金」を調達する際の利子を補助します。 

なお、４年度に新規受付を終了しました。 

 

３ 中小企業経営安定事業費                                  357 万円（1,682 万円） 

引き続き、オンラインによるセーフティネット保証の認定申請の受付を実施します。 

 

４ 産業活性化資金融資事業費                   2億 5,700 万円（3億 8,800 万円） 

既存分の融資残高に応じた預託額を、実施主体のＩＤＥＣ横浜を通して、取扱金融機関に預託

します。なお、平成 23年度に新規受付を終了しました。 
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５ 市民経済労働費 
 

事 業 内 容 

 

地域経済の持続的発展と商店街の活性化を図るため、

来街者にとって安全・安心・快適な買い物環境の整備、

多様なパートナーとの連携による商店街支援、商店街や

個店の新たな魅力づくり等、各種振興策を実施します。 

また、市民の安全で安心な消費生活の実現を図るため

の各種事業や就労支援に関する各種事業、職業訓練及び

技能職振興等の事業を実施します。 

本  年  度 
万円 

13億 965 

前  年  度 
万円 

17億 1,347 

差     引 
万円 

△4億 382 

財 

 

源 

 

内 

 

訳 

国 ・ 県 
万円 

1億 8,798 

市   債 
万円 

      － 

そ の 他 
万円 

3億 6,982 

一般財源 
万円 

7億 5,185 

 

１ 人・環境に優しい買い物の場支援事業費               1億 838 万円（8,339 万円） 

(1) 商店街ハード整備支援事業                       1億 688 万円（8,189 万円） 

 ア 商店街環境整備支援事業《拡充》                   7,648 万円（4,889 万円） 

商店街の街路灯等施設の老朽化や自然災害の影響による破損など、緊急性の高い課題への対

応を迅速に支援します。 

また、街路灯やアーケード照明のＬＥＤ化、防犯カメラ設置等、脱炭素化と安全な買い物環

境の整備を支援します。 

《施設整備》 

 助 成 率：１/２ 

助成限度額：500万円 ほか 

 

《街路灯》 

助 成 額：14万円/基（新設）、６万円/基（改修）ほか 

    助成限度額：500万円又は工事費の 75％ ほか 

 

イ 安全・安心な商店街づくり事業 《拡充》              3,040 万円（2,800 万円） 

安全・安心な地域づくりのため、防犯パトロールを実施している商店街が維持管理する街路 

灯の電気料金等を支援します。 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：50万円 

 

＊終了事業 

商店街施設状況調査（緊急雇用創出事業）                 －万円（500 万円） 

 

(2) 大規模小売店舗立地法運用                            150 万円（150 万円） 

大規模小売店舗立地法に基づく手続や審議会の運営等を通じ、地域特性や出店地の実情を踏ま 

えた上で、設置者に対して、周辺地域の生活環境への適切な配慮を促します。 

 

 
53



 

 

 

２ つながりによる商店街活性化事業費                  3,660 万円（4,601 万円） 

(1) 商業活動等支援事業                            2,560 万円（3,101 万円） 

 ア 空き店舗活用事業                          1,010 万円（1,310 万円） 

商店街の空き店舗の活用に向け、空き店舗の開業に伴う初期費用等を支援します。また、商

店街での出店機会の創出や空き店舗ツアー等を通じて開業希望者と商店街が交流できる場を創

出します。 

 

(ｱ) 空き店舗開業助成事業《拡充》                    810 万円（780 万円） 

対 象 者：開業者 

助 成 率：10/10 

助成限度額：50万円 

 

   (ｲ) 空き店舗誘致支援事業 《拡充》                                      200 万円（130 万円） 

     開業支援セミナーや商店街での出店体験の機会の創出、空き店舗ツアー等を通じて商店街

での開業に結び付けることで、商店街における空き店舗の活用を図り、商店街活性化の促進

につなげます。 

対 象 者：開業希望者 

 

＊終了事業 

空き店舗改修事業                            －万円（400 万円） 

 

 イ 商業活動等支援事業                        1,550 万円（1,550 万円） 

(ｱ) 一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する商店街活性化事業に対する支援 

  1,350 万円(1,350 万円) 

一般社団法人横浜市商店街総連合会が実施する情報発信等各種事業や商店街活性化を目的

とした活動に対して支援します。 

 

  (ｲ) 横浜ファッション振興事業                      100 万円(100 万円) 

地場産業である横浜スカーフのＰＲ事業、ファッション関連事業に対して支援します。 

 

(ｳ) 横浜開港記念バザー                                             100 万円（100 万円） 

     横浜の魅力発信につながる横浜開港記念バザーの開催を支援します。 

 

＊統合事業 

調査・相談・事務委託支援事業（商店街原動力強化支援事業に統合）     －万円（160 万円） 

ＩＣＴ導入促進事業（商店街原動力強化支援事業に統合）           －万円（81 万円） 

 

(2) 商店街ＳＤＧｓ推進事業                        300 万円（1,500 万円） 

 社会課題チャレンジ事業                        300 万円（1,500 万円） 

    子育て世代への支援、宅配事業、脱炭素化など、地域・社会が抱える課題について、商業活動 

と連動させた商店街の継続的な取組を支援します。      

対 象 者：商店街、実行委員会 

助 成 率：１/２（脱炭素化に関する取組の場合２/３） 

助成限度額：２年度目 50万円、３年度目 25万円 
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(3) 商店街活性化促進プロジェクト事業 《拡充》                 300 万円（－万円） 

   ニューノーマル社会において、商店街が地域経済の活力を維持・向上させ、地域コミュニティ

の核としての役割を継続して果たせるよう、商店街で様々な活動をする会員等とともに商店街の

在り方を検討します。また、これまでの検討成果を事例集としてまとめ、市内商店街に共有しま

す。 

  

(4) 商店街原動力強化支援事業 《新規》                    500 万円（－万円） 

商店街の組織体制強化や課題解決に必要な外部支援（経営相談や調査等）を受ける機会を設け

るほか、ＩＣＴを活用した課題解決を支援します。 

また、商店街と地域のつながりの強化、商店街組織の持続化を伴走支援するためのコンサルテ

ィングを実施します。 

助 成 率：①１/２（事務委託）、②２/３（経営等相談）、③２/３（実態調査） 

助成限度額：①20万円、②20万円、③40万円 

 

 

３ 商店街魅力ＵＰサポート事業費                    5,502 万円（5,860 万円） 

(1) 商店街ソフト支援事業                           3,950 万円（4,070 万円） 

 ア ソフト支援事業                            550 万円（470 万円） 

    商店街が行うホームページやマップの作成等、商店街の魅力向上と来街者の増加を目的に、

商店街の魅力発信や賑わいづくりのためのソフト面にかかる取組を支援します。 

 

対 象 者：商店街、区商店街連合会 

助 成 率：１/２（「よこはまウォーキングポイント事業」、「地産地消事業」、「横浜市場直送

店登録制度」に関連して取り組む内容及び多言語マップ等のインバウンド対策に

関連する取組については２/３） 

 

助成限度額：  30万円（単会商店街） 

              60万円（複数商店街） 

             100万円（区商店街連合会） 

 

イ イベント助成事業                         3,300 万円（3,400 万円） 

   商店街が実施する地域内の交流や賑わいを創出するイベントを支援します。 

 

対 象 者：商店街、区商店街連合会、実行委員会 

助 成 率：１/２ 

助成限度額： 25万円（単会商店街） 

 50万円（複数商店街） 

100万円（複数区イベント） 

 

ウ 区局連携事業                             100 万円（200 万円） 

地域特性や強みを生かした商店街の魅力アップを効果的に進めるため、各区と連携し、多様

な視点で商店街の活性化を支援します。 
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(2) 商店街の個店支援事業                        700 万円（1,200 万円） 

ア 小規模事業者店舗改修助成事業                     500 万円（500 万円） 

業務改善を目的として、小規模事業者が行う店舗改修を支援します。 

対 象 者：市内に店舗があり、創業後１年を経過している小規模事業者 

助 成 率：１/２ 

助成限度額：20万円 

 

イ 繁盛店づくり支援事業                         200 万円（200 万円） 

大型店等の商業施設と連携し、商店街の店舗が催事等に出店する場を創出することで、新た

な顧客の獲得や販売ノウハウを学ぶ機会を提供するとともに、商店街の個性豊かな店舗を幅広

くＰＲし、来街者の増加につながるよう支援します。 

 

＊終了事業 

個店の活力向上事業                           －万円（500 万円） 

 

 (3) 商店街関連調査 《新規》                         500 万円（－万円） 

３年に１度実施している商店街実態調査及び消費者購買行動意識調査を行い、商店街支援施策 

検討のための資料、また、商業活性化施策に関する基礎資料とします。 

 

(4) その他事務費等                               352 万円（440 万円） 

 

＊統合事業 

商店街活性化促進プロジェクト事業 （つながりによる商店街活性化事業に統合）－万円（150 万円） 

 

＊終了事業 

横浜市商店街プレミアム付商品券支援事業                  －万円（1 億円） 
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４ 消費生活総合センター運営事業費《拡充》           2億 7,331 万円（2億 5,624 万円） 

 デジタルデバイスを活用した相談需要の増加に積極的に対応していくため、メール相談やチャッ

トボット・ＦＡＱなど、ＩＣＴを活用した相談体制を強化します。 

また、既存の電話相談においても、ＩＶＲ（自動音声案内）に最新の相談内容を反映することで、

市民の自己解決をサポートします。 

加えて、市内 145か所ある地域ケアプラザ等との間で、専用電話回線による相談受付を引き続き

実施し、高齢者の方が安心して、相談できる環境づくりも進めます。 

 

 

５ 横浜市消費者協会補助事業費                                   851 万円（997 万円） 

  市民の安全で快適な消費生活の実現に寄与する、公益財団法人横浜市消費者協会の運営及び事業

費への補助を行います。 

 

 

６ 消費生活審議会運営事業費                                          131 万円（158 万円）                             

  消費生活に関する重要な事項の調査審議を行う、消費生活審議会を運営します。 

 

 

７ 消費者行政推進事業費 《拡充》                                       1,891 万円（1,836 万円） 

（1） 消費者教育事業《拡充》                                          1,270 万円（1,170 万円） 

消費者被害の未然防止に向け、若年層から高齢者まで、幅広い世代への消費者教育・啓発を 

実施します。特に、社会的関心の高い霊感商法を含む、悪質商法に関する啓発や相談窓口の周知 

について、市内施設や公共交通機関等への広告掲出など多様な媒体での情報発信を実施します。 

その他、成年年齢の引き下げに伴う消費者被害防止等をテーマとした、学校向け出前講座や、

脱炭素社会の形成に資する、「エシカル消費」の普及・啓発などにも引き続き取り組みます。 

 

（2） 消費生活推進員活動事業                          596 万円（641 万円） 

消費生活に関する知識の普及及び消費者の自主的な活動を推進するため、「消費生活推進員」

を委嘱し、活動を推進します。 

＊ ３・４年度消費生活推進員：約 1,198人 

＜施設の概要＞ 

 所在地   港南区上大岡西一丁目 6番 1号(ゆめおおおかオフィスタワー4・5階) 

 施設規模  鉄筋コンクリート造、地下３階地上 26階建ての４階・５階の各一部を占有（区分所有） 

       施設面積専有延べ床面積 925.86㎡ 

 施設内容  相談室、商品テスト・実習室、展示・情報資料室、会議室（３室） 

 指定管理者 (公財)横浜市消費者協会 

 指定期間  ４年４月１日から９年３月 31日 

消費生活総合センターが行う業務 

・ 消費者教育に関すること 

・ 消費生活に関する相談及び苦情の処理等に関すること 

・ 商品テストその他商品の実習に関すること 

・ 消費生活に関する情報の取集及び提供に関すること 

・ 消費者の主体的な活動のための施設の提供に関すること 等 
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（3） 事業者指導等                               25 万円（25 万円） 

「横浜市消費生活条例」に基づき、不当な取引行為を行う事業者に対して、指導等を実施しま 

す。 

 

 

８ 計量検査業務費                                      2,525 万円 （3,047 万円） 

  計量法の規定に基づき、取引又は証明に使用する計量器（はかり）の定期検査を実施します。 

 また、スーパーマーケット等で内容量を表示して販売している生鮮食料品等について、実際の計 

量値が相違していないかを調べる商品量目立入検査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

９ 就職支援事業費                                              1,761 万円（5,958 万円） 

(1) 横浜市就職サポートセンター事業                                     1,531 万円（5,728 万円） 

求職者のための総合案内窓口を運営し、個別相談や就職支援セミナー等を通じた就職面接会へ

の参加促進など、自発的な就職活動に重点を置いた支援を実施します。 

また、国の「地域就職氷河期世代支援加速化交付金」を活用したインターンシッププログラム

等を実施し、就職氷河期世代の就職活動をサポートします。 

 

(2) 合同就職面接会                                               230 万円（230 万円） 

ハローワーク等と連携した対面式の合同就職面接会の実施により、求職者と企業の採用担当者

との面談の場を引き続き提供します。 

 

 

＜計量器定期検査＞ 

 検査周期 ２年に一度 

 検査方法 市域を南北２地区に分けて隔年で実施 

（偶数年度が市内南部 10区、奇数年度が市内北部８区） 

      ＊令和３年～令和５年度指定定期検査機関：（公財）横浜市消費者協会 

(計量器定期検査実績) 

区   分 ３年度 ４年度 

検 査 個 数 7,639 9,107 

不合格個数(率) 83(1.09％) 110(1.21％) 

 

＜商品量目立入検査＞ 

(商品量目立入検査実績) 

区   分 ３年度 ４年度 

検 査 個 数 2,103 1,059 

不合格個数(率) 23(1.09％) 12(1.13%) 
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10 職業訓練事業費等                      1億 9,036 万円（1億 9,255 万円） 

(1) 職業訓練事業                         1億 6,651 万円（1億 6,830 万円） 

一般の離職者やひとり親家庭の親等を対象とした職業訓練を引き続き実施します。 

   [５年度 債務負担設定（新規） 限度額：1,200万円（６年度）] 

   ・合計定員：660人（うち、ひとり親家庭の親等の優先枠 169人） 

 

(2) 職能開発総合センターの管理運営                    2,385 万円（2,425 万円） 

横浜市職能開発総合センターの維持管理、保守点検等の管理運営を行います。 

       

 

 

 

 

11 技能職振興事業費                              903 万円（1,021 万円） 

市民の生活・文化に寄与する、手仕事・手作業を中心とした職である技能職の振興を図ります。 

(1) 横浜マイスター事業                               457 万円（558 万円） 

卓越した技能を持ち、後進育成への意欲を有する技能職者を「横浜マイスター」に選定し、そ

の活動等を通じて、技能職全体の振興を図ります。 

 

(2) 技能職者表彰                                        52 万円（54 万円） 

長年同一の職業に従事し、技能の優れた技能職者を表彰します。 

 

(3) 技能職団体等活動支援                              395 万円（410 万円） 

技能職団体等による技能職振興に向けた各種活動を補助金等により支援します。 

 

 

 

12 勤労行政推進事業費等                      3億 5,776 万円（3億 5,805 万円） 

  市内の勤労者が健康で安心して働くための生活資金の確保や各種の勤労福祉団体等の活動支援

などを行います。 

(1) 勤労行政の推進                                  776 万円（805 万円） 

(2) 勤労者生活資金預託金                          3億 5,000 万円（3億 5,000 万円） 

 

 

13 シルバー人材センター助成事業費 《拡充》               6,319 万円（4,819 万円） 

  概ね 60歳以上の高齢者へ就業機会を提供し、就業を通じた社会参加の機会を拡大することで、

高齢者の生きがいの充実を図るため、高齢者に対する臨時的・短期的な就業又はその他の軽易な業

務に係る就業の機会の確保と提供等を行う公益財団法人横浜市シルバー人材センターに対し、助成

等を行います。 

また、シルバー人材センターにおいて、会員のデジタルスキルを向上させるため、ＰＣ操作研修

会等を行うほか、会員からのデジタル活用に関する問い合わせ窓口を設置することで、デジタル環

境の継続的な利用を促進します。 

 

 

 

＜施設概要＞ ○所在地   中区山下町２５３  ○開設年月日 昭和 57年４月１日 

             ○敷地面積  1,152.46㎡     ○延床面積  3,886.257㎡ 

             ○施設規模  鉄筋・鉄骨コンクリート造 地上７階建 
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14 技能文化会館管理運営事業費《拡充》             1億 4,441 万円（1億 4,027 万円） 

  技能職の振興、雇用による就業の機会の確保並びに勤労者の福祉の増進及び文化の向上を図るた

め、横浜市技能文化会館を管理・運営します。 

(1) 会館の管理運営（指定管理者制度）              1億 4,219 万円（1億 3,727 万円） 

(2) 設備の修繕・更新等                                200 万円（300 万円） 

(3) 横浜市技能文化会館指定管理者選定評価委員会による指定期間中の第三者評価実施 

22 万円（－万円） 

 

 

 

 

 

 

 

＊終了事業 

緊急雇用創出事業                             －万円（３億円） 

 

 

 

＜施設概要＞  所在地   中区万代町２－４－７ 

   開設年月日 昭和 61年４月 

   敷地面積  1,454.59㎡ 

   延床面積  6,211.94㎡ 

   施設規模  鉄筋・鉄骨コンクリート造 地下１階地上８階建 

   指定管理者 （株）明日葉 

   指定期間  令和３年４月１日から令和８年３月 31日 
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３ 横浜市場プロモーション事業費                     1,992 万円（2,383 万円） 

(1) マルシェ等「食」のイベントの開催 

市場の食材を活用した「食」をテーマとするマルシェ等のイベントを開催することで、横浜市

場の認知度を高め、市場取引の拡大に繋げるとともに、市場周辺地域の賑わいづくりや市民が憩

い楽しめる空間の創出にも貢献します。 

 

(2) 小学生や子育て世代への食育の推進 

食育に関する各種事業（出前授業、調理教室、未利用魚の学校給食への活用等）を場内事業者

とともに実施し、市場が持つ食育の知識を、小学生や子育て世代に広く周知することで、将来的

な生鮮食料品の消費拡大を目指します。 

 

 (3) 販路開拓・受注拡大に向けた取組 

    飲食店や福祉施設等を対象とした食材見本市・商談会や、量販店・ホテル等と連携した市場フ

ェアなどを実施します。 

 

 (4) 横浜市場直送店登録制度の推進 

市場と取引のある飲食・小売店等を「横浜市場直送店」として登録し、広くＰＲすることで、

市場取引店舗との取引拡大や市場ブランドの構築を推進します。 

 

 

４ 地域等連携推進事業費                                      200 万円（200 万円） 

開場 50周年を迎える横浜南部市場で、「食の専門店街」、「ブランチ横浜南部市場」や物流エ

リアの事業者等による、市場の特性を生かしたイベントを実施します。また、周辺の商店街や観光

施設等と連携して、地域全体の回遊性の向上を目指します 

 

 

５ 市場管理運営費等《拡充》                             28億 5,905 万円（26億 5,894 万円） 

(1) 施設改修・修繕、施設管理委託               12億 1,512 万円（12億 5,841 万円） 

施設改修・修繕                          8億 7,630 万円（ 9億 2,865 万円） 

     清掃その他委託等                                     3億 3,882 万円（ 3億 2,976 万円）                          

 (2) 公債費                                                 4億 3,873 万円（  3億 3,434 万円） 

(3) その他                                                12億  520 万円（10億 6,619 万円） 

       人件費                                        3億 8,194 万円（ 3億 8,139 万円） 

        光熱水費等                                        5億 4,733 万円（ 4億  575 万円） 

     管理事務費等                                        2億 7,256 万円（ 2億 7,591 万円） 

集荷・取引等運営                       337 万円（             314 万円） 
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７ 中央と畜場費会計 事 業 内 容 

 市民に安全で安心な食肉を安定的に供給するため、食

肉市場の基幹的機能である集荷業務・と畜業務への支

援、卸・仲卸業者等の経営力の強化、衛生管理の強化を

図り、円滑な市場の管理運営を行います。 

本  年  度 
万円 

37億 4,554 

前  年  度 
万円 

35億 2,626 

差 引 
万円 

21,928 

財 

源 

内 

訳 

国 ・ 県 
万円 

－ 

市 債 
万円 

5億 5,600 

そ の 他 
万円 

7億 1,668 

一般会計繰入金 
万円 

24億 7,286 

１ 食肉安定供給等事業費   11億 5,130 万円（11億 5,130 万円） 

 市民に安全で安心な食肉を安定的に供給するため、横浜食肉市場株式会社及び株式会社横浜市食

肉公社が行う牛・豚の集荷業務、と畜業務への支援をします。 

２ 横浜市場プロモーション事業費   281 万円（281 万円） 

食肉市場の「安全・安心で新鮮・良質」な食肉をＰＲするために、出荷者や場内事業者等と協働

して、一般消費者である市民を対象にイベントや情報発信等を実施します。市場プロモーションを

通じて、当市場で取り扱う食肉の消費促進及び市場活性化を図ります。 

３ 衛生管理強化事業費《拡充》 1,820 万円（1,697 万円） 

牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の防疫対策など、衛生管理対策を講じます。 

４ 市場管理運営費等《拡充》  24億 7,323 万円 （23億 5,518 万円） 

(1) 施設営繕、施設管理委託  4億 6,063 万円（4億 4,301 万円） 

施設営繕   1億 1,200 万円（1億 1,200 万円） 

汚水処理、清掃その他委託   3億 4,863 万円（3億 3,101 万円） 

(2) 施設整備費  5億 6,800 万円（5億 7,400 億円） 

小動物解体ライン改修事業    5,000 万円（     2,000 万円） 

 その他施設整備工事   5億 1,800 万円（5億 5,400 万円） 

(3) 公債費   5億 2,684 万円（4億 9,783 万円） 

(4) その他  10億 1,776 万円（8億 4,034 万円） 

人件費    2億 3,029 万円（2億 2,921 万円） 

光熱水費等    7億 1,260 万円（5億 3,716 万円） 

管理事務費等    6,947 万円（  6,857 万円） 

  食肉流通強化事業 540 万円（   540 万円） 
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８ 勤労者福祉共済事業費会計 
 

事 業 内 容 

 

 市内中小企業に従事する勤労者の福祉増進を図り、あ

わせて中小企業の振興に寄与するため、次の事業を行い

ます。  

 

１ 福祉共済の運営及び加入促進《拡充》 

             1億 7,462 万円（1億 3,798 万円） 

  横浜市勤労者福祉共済の運営及び会員サービスの

ための電算管理のほか、共済事業の普及及び加入促進

を図ります。 

 

２ 給付事業《拡充》  1億 7,874 万円（1億 7,692 万円） 

  結婚や出産の祝金、入学祝金・祝品、死亡弔慰金、

加入褒賞金等の給付を行います。 

本  年  度 
万円 

5億 5,803 

前  年  度 
万円 

5億 1,376 

差     引 
万円 

4,427 

財 

 

源 

 

内 

 

訳 

国 ・ 県 
万円 

    － 

市   債 
万円 

    － 

そ の 他 
万円 

5億 4,103 

一般会計繰入金 
万円 

1,700 

 

３ 福祉事業《拡充》                       2億 366 万円（1億 9,785 万円） 

  宿泊補助 

  チケットのあっせん及びスポーツ施設優待 

  各種レジャー施設等の割引優待 

  健康管理、その他 

 

４ その他                                 101 万円（101 万円） 

  勤労者福祉共済基金への積立金、予備費 
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